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１．はじめに 

 

2005 年 2 月の京都議定書発効により、先進国や市場
経済移行国では温室効果ガス排出目標が義務化された。

日本も 2008～2012年の平均で 1990年比 6％の削減が求
められている。更に「ポスト京都」に関する検討も既に

進んでおり、将来的には削減目標は更に厳しくなると予

想される。国立環境研究所が進める「脱温暖化 2050 プ
ロジェクト」1)では、2050 年の日本の CO2排出目標を

1990年比60~80％減と設定している。 
日本の CO2排出量は 1990 年から 2003 年の間に総量
で 12.2%増であるのに比べ、運輸部門は 19.8%増となっ
ており、その削減方策実施は急務である。運輸部門の

CO2排出量の 8割以上は自動車に起因する。運輸部門の
CO2排出削減を推進するためには、自動車起源分につい

て排出構造を詳細に分析する必要がある。 
近年、各自動車メーカーは低燃費自動車を次々に投

入しており、運輸部門の CO2排出量増加を鈍化させる

主な要因となっている。しかしその効果も、乗用車の保

有台数や走行台キロの伸び、大型化によって相殺されて

いる。車両・燃料技術の進展は、今後も CO2削減に一

定の効果を発揮すると期待されるものの、前述のように

将来にわたって必要となる大幅削減をこれだけでまかな

うことは困難であり、今後は交通システムや交通行動を

変化させる施策の併用、さらにはそれらを規定する都市

構造空間の改変にも踏み込んだ検討が必要である。 
それにあたっては、排出削減目標を明確化し、それ

を達成するためにいかなる施策が必要かをあらゆる方向

から分析した上で、パッケージとして施策を立案する

「Backcasting」のアプローチが必要である。具体的には、
全国一律での実施が有効な車両・燃料技術向上施策と、

地域特性の違いに配慮する必要がある交通・空間構造改

変施策との並行実施をどう進めるか、すなわち、今後起

こる車両・燃料技術革新をできる限り織り込んだ上で、

それでは足りない分については各地域の特性を加味した

「適材適所」の交通・空間構造改変施策を立案・実施す

ることが求められる。 
そこで本研究では、日本の運輸部門の CO2排出の約

半分を占め、増加の主な要因となっている乗用車を対象

に、市区町村単位での CO2排出量を将来にわたって推

計するマクロモデルを構築し、中期（2020 年）および
長期（2050 年）の推計を試みる。その際、技術革新ト
レンドについていくつかのシナリオを設定する。さらに、

空間構造改変施策によって乗用車保有・利用がどのよう

に変化し、CO2削減に貢献するかを分析する。 
なお、本稿で公表する値は暫定値であり、今後、よ

り詳細な検討を行って値の信頼性を高めていく予定であ

ることを付記しておく。 
 
２．CO2排出量削減目標達成シナリオ 
  
CO2排出量削減目標達成シナリオの全体構造と、その

中における本研究の対象範囲を図－1に示す。 
本研究では乗用車の走行に伴う CO2排出を対象とし、

削減目標値は OECD の EST プロジェクト２)で示されて

いる目標を参考に「日本全体で 2020 年に 2000 年比
25%削減および 2050年に 2000 年比 60%削減（1990年
比約50%削減）」とする。 
本研究では、日本全体の削減目標を各市区町村に配

分する基準として、人口に比例して CO2削減量を割り

  
図－1 CO2排出量削減目標達成シナリオ 

作成の全体フローと本研究の対象範囲（ハッチの部分）



当てるという、最も簡便な方式を用いる。この基準では

どの市区町村でも1人当たり削減量は同じとなる。なお
市区町村は2000年10月1日現在の構成を用いる。削減
目標値は「総量比」、「1 人あたり排出量比」で示され
る。 
次に、燃料・車両技術に関する施策（EST1）の全国的

な進展による削減量を中・長期（2020、2050 年）で見
積もる。そして CO2排出量（BAU）を推計し、技術施
策（EST1）の効果を見込んだ上で、削減目標を達成で
きない地域について交通・空間構造改変施策（EST2）
による必要削減量を算出する。本研究では空間構造改変

策として都市域のコンパクト化を取り上げ、それがどの

ような地域において効果が高いかを分析する。 
 
 ３．技術施策による全国削減量の見積もり 
 
技術施策（EST1）の全国的な進展による CO2排出削

減量を見積もる。このとき、交通需要量(乗用車保有
率・走行台キロ)は 2000年値から変化せず、車種割合の
みが変化すると仮定し、技術革新によって生じる乗用車

の部品提供など資源的問題は考慮しないとする。また、

乗用車の区分はエンジンの種類のみとする。 
 
（１）中期（2020年）技術トレンドシナリオ 
中期技術トレンドシナリオとして、既存インフラを

用いるハイブリッド自動車や低燃費・低排出ガス車の普

及を考える。なぜなら、燃料補給所新設を伴う代替燃料

自動車はインフラ整備に多くの時間を要し、2020年の時
点で広く普及しているとは考えにくいためである。 
本研究では、2020年時点の普及技術のうち最も多く

CO2排出量を削減できると予想されるガソリンハイブリ

ッド自動車に着目し、「ハイブリッド大量普及シナリ

オ」、「ハイブリッド普及停滞シナリオ」、「ハイブリ

ッド・低燃費自動車共存シナリオ」の3種類を作成する。
「ハイブリッド大量普及シナリオ」は、日本自動車販売

協会連合会3)が公開している新車登録台数を年間の乗用

車の買い替え台数と仮定し、それが全てハイブリッド自

動車であるとして普及率を算出する。「ハイブリッド普

及停滞シナリオ」では、国土交通省が発表した2000年か
ら2003年までの低燃費車普及率の推移4)が2020年までそ
のまま続くものとする。「ハイブリッド・低燃費自動車

共存シナリオ」では、上述した2つのシナリオの中間値
を設定する。作成したシナリオによるCO2削減率（台キ

ロあたり）の見積もりを表－１に示す。 
 
（２）長期（2050年）技術トレンドシナリオ 

2050年には、新規インフラを伴う代替燃料自動車が
普及すると考えられ、既存インフラを用いる代替燃料自

動車、新規インフラを用いる代替燃料自動車、双方の普

及についての検討が必要である。新規インフラを用いる

4種類の代替燃料自動車の適応範囲を図－2に示す。こ
の図から、メタノール自動車および CNG 自動車は大型
乗用車向きであること、電気自動車は可能走行距離が短

いことから広く普及するには難がある。このため本研究

では、代替燃料自動車として燃料電池自動車を取り上げ

てシナリオ作成を行う。 
長期においても3種類のシナリオを作成する。全ての
乗用車が燃料電池自動車に変わり、ガソリンを燃料に用

いる乗用車は存在しない「燃料電池自動車大量普及型シ

ナリオ」、燃料電池自動車の普及が全く普及しないと想

表－１ 短期（2020 年）技術シナリオ 

普及率 
シナリオ 

ハイブリッド 低燃費 それ以外 

CO2削減率 

（2000 年比台キロ当たり） 

ハイブリッド大量普及 83% 17% - 43.4% 

ハイブリッド普及停滞 1% 55% 44% 5.7% 

ハイブリッド・低燃費自動車共存 42% 45% 13% 29.2% 

表－２ 長期（2050 年）技術シナリオ 

普及率 
シナリオ 

燃料電池 ハイブリッド 低燃費 

CO2削減率 

（2000 年比台キロ当たり） 

燃料電池自動車大量普及 90% 8% 2% 62.8% 

ハイブリッド中心 - 55% 44% 49.4% 

ハイブリッド・燃料電池自動車共存 42% 45% 13% 56.2% 

  

  
図－2 代替燃料車の適応範囲 



表－３ 設定したシナリオ 
シナリオ名 人口密度 可住地面積 施設整備量
都市域拡大型 変化なし
シナリオ（BAU)

コンパクト化 人口密度に従う
シナリオ

可住地面積
に従う

人口増加地域は一定だが、
人口減少地域は
可住地面積に従う

人口増加地域は
人口密度に従い、
人口減少地域は一

人口増加地域は増加比に従い、
人口減少地域は一定

定した「ハイブリッド自動車中心シナリオ」、両シナリ

オの中間程度に普及する「燃料電池・ハイブリッド共存

シナリオ」である。また「燃料電池自動車大量普及型シ

ナリオ」についても中期技術シナリオで用いた買い替え

台数を用いる。 
作成したシナリオを表－２に示す。この結果、燃料電

池自動車大量普及シナリオでは技術施策（EST1）のみで
62.8%の CO2排出量削減が可能となる。ただし、乗用車

の走行キロが増加すれば、この削減量は相殺されること

になる。 
 
 ４．市区町村別CO2排出量モデルの構築 
 
各市区町村のCO2排出量推計モデルは、松橋ら

5)によ

る推計モデルを参考とし、式（１）のように定式化する。 

　　iiii PROeE ⋅⋅⋅=         （１） 
このとき、

台あたり走行距離乗用車保有率　　　

人口排出係数　排出量　地域　　

1::
:::: 2

RO
PeCOEi  

ここで乗用車保有率Oと 1 台あたり走行距離R につ
いては後述するモデルから推計し、排出係数eは３章の
技術シナリオを用いる。人口P は国立社会保障・人口
問題研究所が推計した値６)を用い、それらを乗じること

で、市区町村別CO2排出量を推計する。 
 
（１）乗用車保有率モデル 
乗用車保有率モデルは、核都市とその周辺都市から

なる広域都市圏の定義7)を取り入れた構成とするととも

に、全国の乗用車保有率を別途推計しておき、それをコ

ントロールトータルとして値の調整を行う。モデルの構

造を図－3に示す。 
まず、核都市について、1人当たり道路長、生産可能
年齢人口、駅ダミー、DID 人口密度を説明変数とする
コブ・ダグラス関数のモデルを構築し、2000年時点での
各変数の変化による乗用車保有率を定式化する。次に周

辺都市は生活基盤の一部を核都市に依拠することから、

乗用車の保有行動、利用行動において核都市の影響が見

られる。したがって、核都市の保有率を基本に、自身の

都市構造によってその値を補正する、という構造とする。

さらに非都市圏においては、習慣などのよりミクロな影

響が大きいため、本研究では、2000年の値をそのままと
るものとする。 
最後に、時系列での全国推計値との整合を図るため

に、国土交通省8)による乗用車保有台数の推計データを

用い、その結果と前出のモデルでの推計結果の全国合計

値の比を用いて各市区町村の値を割り戻す。 
 
（２）走行距離モデル 
 乗用車１台あたり走行距離についても、乗用車保有率

と同様に核都市と周辺都市、非都市圏の3つに分けたモ
デルを構築する。図－4にモデルの構造を示す。 
関数はコブ・ダグラス型とし、説明変数として道路

延長、駅数、人口密度をモデルに組み込む。加えて基幹

産業の集まった核都市ではその産業規模が乗用車走行距

離に大きく影響するため、説明変数に人口あたり事業所

数を組み込む。また、周辺都市においては核都市への直

線距離を、非都市圏においては身近な外出機会の密度を

示すものとして1人当たり飲食店数を考慮する。 
 
 ５．市区町村別CO2削減目標の設定と 

都市域コンパクト化による削減量の見積もり 
 
（１） シナリオの設定 

 
表－３のように、本研究ではBAUシナリオ、EST2の施
策としてはコンパクト化シナリオの2つを仮定する。 

本研究では、産業構造は一定と考え、事業所数は人口の

増減に伴って、比例的に変化すると設定する。 
 
（２） パラメータ推定 
乗用車保有率モデル、走行距離モデルのパラメータ

を、2000年の3087市区町村のデータを用いて推定した。
表－４、表－５にその結果を示す。 
 

人口

核都市
乗用車
保有率

周辺都市
乗用車
保有率

非都市圏
乗用車
保有率

道路整備量 人口密度

全国乗用者保有率モデルによる統合・分配

図－3 乗用車保有率モデルの構造 
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図－4 乗用車走行距離モデルの構造 
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 表－４ 乗用車保有率モデルのパラメータ推定結果 

説明変数  DID人口密度 
生産年齢人口

割合 

一人あたり

道路長 
鉄道駅ダミー

パラメータ γ1 γ2 γ3 γ4 γ5 

推定値 2.30 -0.47 1.26 0.14 -0.09 

ｔ値 1.98 10.06 4.22 5.17 2.45 

修正済みR２値 0.86 

 

説明変数  可住地人口密度 
一人あたり 

道路長比率 

生産年齢人口

割合 

パラメータ κ0 κ1 κ2 κ3 

数値 -4.31 0.06 0.17 0.94 

ｔ値 24.15 11.54 33.92 19.39 

修正済みR２値 0.52 

核都市

周辺都市

表－５ 走行距離モデルのパラメータ推定結果 
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（３） 各シナリオにおける削減量の見積もり 
 BAU シナリオによる排出量から、EST1による削減量
を差し引いた値と２章での削減目標値との差が、交通・

空間構造改変施策（EST2）による必要削減量と考えられる。 
 分析の結果、EST1 はそれだけでかなりの削減効果があ
るため、もともと公共交通利用の多い地域では目標削減量

に達している地域も見られる。その一方で、地方都市では

技術革新による CO2削減量が自動車利用の増加によって

相殺されている地域も多い。 
 次に、EST1 に加え、都市域のコンパクト化を行った際の
削減量を見積もる。図－５に 2050年での複合シナリオの結
果を示す。BAU と比較して、都市域のコンパクト化はおお
よそ、2020年次に 20％、2050年次には 30％を超える削減
効果があり、その結果 EST1 におけるどのシナリオについ
ても全体の削減目標が達成可能であることが示された。市

区町村別では、非都市圏において、一部達成不可能な地

域が見られるが、大都市部においての削減量によって補う

ことが可能であることが分かった。また、地域別に見ると、北

海道、北関東、および東海地域において排出量が大きく、

都市域コンパクト化による効果が高い地域は、人口密度

が低く今後も人口の急増が考えにくい大都市近郊の周辺

都市であることも確認できた。 
 
 
 

 ５．結論 
 
 本研究では、市区町村別 CO2排出量推計モデルを用い、

2050 年までの全国市区町村の乗用車 CO2排出量の値を

算出した。その結果、全国的に大きな増加が見られ、技術

施策だけで「2050年に 1990年比 50％削減」を達成するこ
とは困難であることがわかった。次に全国の削減目標量を

各市区町村に配分し、都市のコンパクト化を実施した場合

の削減効果を推計したところ、日本全体で中長期に渡り 15
～30％程度の削減効果があることが分かった。 
今後は、１）モデルの精査を行い、２）公共交通の利用や

CO2排出量を明らかにするモデルの構築、及びモーダル

シフト施策の効果を分析するための、３）交通機関分担率モ

デルの構築を行っていく予定である。 
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